
 

 

奈 情 審 第 ８ ５ 号 

令和６年３月２５日 

 

 

奈良市教育長 様 

 （審査庁担当課 教育部教育政策課） 

 

 

奈良市情報公開審査会 

会長 浜口 廣久 

 

 

行政文書部分開示決定処分に対する審査請求について（答申） 

 

 

令和３年１１月４日付け奈教政第５８号で諮問のあった下記の件について、別紙

のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 

【諮問 ： 行文第０３－１４号】 

審査請求人が令和２年６月９日付けというところの令和３年６月９日の奈教中図

第７号行政文書部分開示決定通知書による部分開示決定処分に係る審査請求につい

て 
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（別紙） 

答申：行 文 第 ７ ６ 号 

諮問：行文第０３－１４号 

 

答  申 

 

第１ 審査会の結論 

奈良市教育長が行った、令和３年６月９日付け奈教中図第７号行政文書部分

開示決定通知書による部分開示決定処分については、妥当である。 

 

第２ 審査請求の経緯 

１ 行政文書の開示請求 

審査請求人は、令和３年４月１５日付けで奈良市情報公開条例（平成１９年

奈良市条例第４５号。以下「条例」という。）第５条第１項の規定に基づいて、

奈良市教育長（以下「処分庁」という。）に対して、奈良市立中央図書館におい

て令和３年４月１日付けで人事異動のあった職員の事務引継書についての行政

文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

２ 本件開示請求に対する行政文書 

処分庁は、本件開示請求に対し、奈良市立中央図書館において、令和３年４月

１日付けでの人事異動に伴って作成された事務引継書５件を対象行政文書（以

下「本件対象行政文書」という。）として特定した。 

３ 処分庁の決定 

処分庁は、本件対象行政文書のうち、職員個人の情報を特定の個人を識別で

きる条例第７条第２号に該当する情報、また、実施する事業に関する情報を事

務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある条例第７条第６号に該当する

情報として、部分開示決定処分（以下「本件処分」という。）を行い、その旨を

審査請求人に通知した。 

４ 審査請求 

審査請求人は、本件処分を不服として、令和３年９月８日に、行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、奈良市教育長に対し、審査

請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 ５ 本件通知書 

本件処分の通知書（以下「本件通知書」という。）の文書日付けは、令和２年

６月９日と記載されていたが、本件通知書の発出の時期から、令和３年を令和

２年と誤記したものであることは明らかであるから、本件においては令和３年
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６月９日とする。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消す。 

２ 審査請求の理由 

審査請求書及び当審査会に提出された意見書を要約すると、審査請求の理由

はおおむね次のとおりである。 

⑴ 審査請求書 

開示決定した文書が誰の引継書か不明確で、特定から除外した文書を特定

できないため、文書の特定誤り否定できず、理由提示に不備がある。 

⑵ 意見書 

ア 問題の所在 

実施機関は、条例第７条により請求対象文書をすべて開示決定しなけれ

ばならず、その一部を情報提供する場合は、決定前に補正で請求対象から

除く必要がある。また、開示決定通知書の開示する行政文書の件名には、他

と区別することのできる行政文書名が記載されていなければ、審査請求に

支障が生じる。審査請求人が令和２年度に請求した際は、前任者、後任者の

氏名を連記した事務引継完了届を決定通知書に記載していた。本件処分通

知書の行政文書の件名欄の記載は、開示請求書の請求内容とほぼ同じで、

同様の記載が備考欄にもあり、開示請求に対して誰の引継書を特定し、誰

の引継書を情報提供として開示決定から除いたのか記載されていない。 

イ 本件審査請求について 

令和３年４月１日付け人事異動により、中央図書館では少なくとも館長、

主査、主任の異動があった。しかし、他に異動があったとの確認ができない

ので、中央図書館職員の令和３年４月１日付けの異動に係る引継文書すべ

てを請求した。開示請求があれば、実施機関は特定した文書名を開示決定

通知書に記載するのが通常であり、本件でいえば、特定した職員の引継書

の名称を決定通知書に記載する。本件開示決定で特定された文書は開示請

求書の請求内容とほぼ同じで、備考欄に令和３年４月１日付け異動に係る

事務引継書を情報提供する旨が記載されている。よって、開示決定通知書

の記載だけでは、何を特定し、何を除外したかの区別がはっきりせず、不服

申立てに支障が生じ、理由提示に不備があるとして審査請求を行った。 

ウ 文書特定 

処分である開示決定において請求対象文書すべてを特定しなければなら
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ないが、備考欄の記載によると、開示決定から除外したものがあると推認

される。すべてを開示決定していないならば違法な処分である。 

エ 弁明書について 

開示決定通知書の記載から、開示決定で特定した文書と情報提供すると

した文書が同じものかどうかの判断ができない。よって、開示決定から漏

れた事務引継書が把握できないので、文書の特定不足を理由とする不服申

立に支障が生じるから、理由提示に不備がある。 

開示請求に対して、実施機関は行政文書の開示の実施を行う義務がある。

開示決定通知書の開示の日時欄は空白で、備考欄に開示の日時を改めて調

整することが記載されていた。しかし、実施機関より連絡がないため、令和

３年６月３０日から７月９日までの間で４回にわたって日程調整のメール

を送付したが、実施機関が日程調整に応じず、開示の実施を行わない、又

は、開示の実施を拒否したと判断せざるを得なかった。 

６月９日の開示決定以降、６月１１日、１８日、２５日、７月２日、９日、

１６日、２３日、３０日、８月６日、１３日、２０日、２７日、９月３日と、

９月７日に中央図書館を訪れたが、実施機関から日程調整はなかった。審

査請求人は、総務課にも隔週火曜日に来庁し、６月９日の開示決定以降９

月７日の本件審査請求までに、６月１４日、２９日、７月１３日、１４日、

２７日、８月１０日、２４日に来庁したから、総務課と情報共有している処

分庁が、総務課と調整して開示の実施を行うことは十分できたがしなかっ

た。日程調整に応じなかったのは処分庁である。 

開示決定通知書の記載は、開示請求書の請求内容とほぼ同じで、開示決

定通知書の備考欄の記載と同様である。これから、処分庁が誰の事務引継

書を特定したのか不明確であるだけでなく、誰の事務引継書を情報提供す

るとして開示決定から除いたのか定かでない。よって、請求対象文書をす

べて特定したか判断できず、不服申し立てに支障が生じるから理由提示に

不備がある。処分庁は弁明書において、事務引継完了届の写し５点を特定

したとするが、開示決定通知書には特定した文書名の記載はない。 

弁明書には事務引継完了届の写しを特定したと記載されている。なぜ、

原本でなく写しを特定したかの理由提示が必要であるが記載されていない。

よって、原本が存在していながら特定していないという特定不足の可能性

を否定することができない。 

 

第４ 処分庁の説明の要旨 

弁明書及び意見書によると、処分庁の主張はおおむね次のとおりである。 
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１ 弁明の理由 

行政文書部分開示決定通知書には行政文書の件名として、「令和３年４月１日

付異動に係る事務引継書（中央図書館を対象とする）」と記しており、開示決定

した文書を特定している。また、不開示部分及び理由を通知書に記載しており、

理由の提示に不備はない。 

処分庁は、事務引継書５件を特定して、開示のための準備をしていた。しか

し、審査請求人が開示の日程調整に応じず、開示が実施できていない。 

 ２ 意見書 

   令和３年４月１日付けでの人事異動により作成した事務引継書すべてを特定

しており、また、弁明書に対象行政文書の写しを特定したとしたが、そうではな

く原本として特定しているものである。 

 ３ まとめ 

以上のことから、本件処分に違法又は不当な点は存在しない。 

 

第５ 審査会の判断 

審査請求人及び処分庁それぞれの主張を踏まえ、審査した結果、次のとおり

判断した。 

１ 争点 

  審査請求人は、本件通知書の記載から本件処分において特定された行政文書

が不明確であって、開示請求した行政文書がすべて特定されたのかどうかが判

断できないことにより、本件処分理由の提示が不十分である旨主張している。

また、審査請求人の提出した意見書からは、本件通知書の記載や処分庁の弁明

を踏まえると本件開示請求において特定すべき行政文書を特定していない違法

があるという趣旨の主張も含まれているものと解される。 

２ 判断 

本件通知書における「行政文書の件名」の欄は、審査請求人及び処分庁それぞ

れの主張に基づけば、開示請求に対して特定した行政文書の件名を記載する部

分と認められる。 

当審査会が本件通知書を見分したところ、通知書の「行政文書の件名」の欄に

は、「令和３年４月１日付異動に係る事務引継書（中央図書館を対象とする）」と

記載されており、誰の誰に対する事務引継書であるかという具体は明確でない

としても、「事務引継書」という文言から、いかなる行政文書を特定したのかは

推知することができる。そして、処分庁は、弁明書において、事務引継完了届５

件を特定したと説明していることから、本件通知書の記載と実際に特定した行

政文書の件名に大きな齟齬は認められない。このことを踏まえると、本件通知
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書は、特定した行政文書の記載が具体性を欠くものではあるが、審査請求人の

主張するような理由提示が不十分であるとまでは言えない。 

また、処分庁は意見書において、人事異動により作成した事務引継書のすべ

てを原本で特定したと説明しているが、この説明に不自然不合理な点はなく、

他に文書の存在を窺わせる特段の事情も見当たらないことから、本件処分にお

いては開示請求の対象文書をすべて特定していると認めるのが相当である。 

３ まとめ 

当審査会は、本件事案を厳正かつ客観的に判断した結果、冒頭の「第１ 審査

会の結論」のとおり判断する。なお、審査請求人のその余の主張は、いずれも当

審査会の判断を左右するものではない。 

 

第６ 審査会の審査経過 

当審査会における審査経過は、次のとおりである。 

年 月 日 審 査 経 過 

令和３年１１月 ４日 審査庁から諮問を受けた。 

令和５年１１月２８日 令和５年度第７回審査会 

１ 事務局から概要説明を受けた。 

２ 事案の審議を行った。 

令和６年 １月１６日 令和５年度第９回審査会 

 事案の審議を行った。 

令和６年 ２月１５日 令和５年度第１０回審査会 

 事案の審議を行った。 

令和６年 ３月１１日 令和５年度第１１回審査会 

 答申案のとりまとめを行った。 

令和６年 ３月２５日 審査庁に対して答申を行った。 

 

○ 奈良市情報公開審査会委員（敬称略） 

氏  名 役 職 名 備  考 

石 黒 良 彦 弁護士  

上 田 健 介 上智大学法学部教授 会長職務代理者 

杵 崎 のり子 奈良学園大学客員教授  

中 谷 祥 子 弁護士  

浜 口 廣 久 弁護士 会長 

 


